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7.2.6 水源環境の保全 

① 水源等の環境保全対策 

 水源を同じくする流域単位の水道事業者において、連携した水源保全の取り組みを。 

 

 水道事業者にとって、良質な水源の確保、保全は、給水の持続性の確保にとって必要不

可欠です。特に河川表流水を水源とする水道事業者は、取水地点に対して上流域の環境の

変化を直接に受ける立場にあります。このため、水源の流域を同じくする水道事業者が互

いに連携し、健全な水循環を意識しつつ、水源に関する情報交換・共有を図ることや、水

資源の重要性を住民に理解してもらうなど、水の大切さを広報することも非常に重要です。 

 さらに、河川の流域には水道事業者以外の利水者も存在することから、必要に応じてこ

れら利水者やその団体等とも協調しつつ、水源保全に係る取り組みを推進する必要があり

ます。 

 

7.3 新たな発想で取り組むべき方策 

7.3.1 料金制度の最適化 

① 逓増型料金制度の検証  

 固定費と変動費の割合に適合した、将来を見据えた料金体系へ、利用者の影響を抑

制しつつ、事業実態に応じた検討を。 

 水需要減尐傾向の現状にあって、従来からの逓増性料金体系についても、緩やかな

見直しを。 

 地下水等の自己水源を利用する企業等への料金賦課方法について、経営的観点での

対応を。 

 

 水道事業は、設備投資に係る費用の割合が大部分を占めているいわゆる装置産業です。

単純に水量に伴い増減する動力費や薬品費などの純粋な変動費は収益的支出の 5％程度で

しかありません。しかしながら、料金制度を 2 部料金制として、収入の 7 割程を水量の増

減で変動する従量料金で回収している事業がほとんどです。さらに、大量に使用する業務・

営業用などの給水契約において、逓増型体系をとっているところも依然多い状況です。こ

れら、従量側に偏った、かつ逓増型の料金体系は、水需要が右肩上がりで水資源が不足し

ていた時代には適応していましたが、水需要が減尐傾向にある現状においては、需要減尐

以上の速さで収入減を招き、固定費部分の料金回収も出来なくなる恐れがあるなど、安定

経営に資する料金体系とは言い難い状況です。このため、社会環境の変化に伴い、経営の

安定に向けた料金体系の見直しを検討する必要があります。 

 料金見直しの方向性として、固定費を基本料金で全て回収するのが最も安定的な料金徴

収方法で、基本料金ベースと従量料金ベースの割合を費用面での固定費と変動費の割合と

同等とすると水需要の増減に収入が影響されない体系となります。しかし、収益的支出の

95％を基本料金で回収する事になり、現行の料金制度からの急激な変更は利用者の許容度

を超えた影響がでると考えられ、現行の料金制度から利用者の影響の小さい範囲で徐々に
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変更していくことが重要です。 

 また、固定費を意識した料金体系の変更は従量料金単価の適正化を促し、結果として、

近年増加している企業の地下水源への切り替えへの抑止にも効果を期待できることから、

経営的観点からの対応にもなると考えられます。さらに、一般家庭向けには、水使用量が

多い多子世帯の経済的負担を軽減する料金設定など多様な支援制度を取り入れた水需要の

減尐時代に即した新しい料金体系の導入検討が必要と考えます。 

 これからの水道事業には、逓増型からの脱却を見据え、新たな料金システムの導入に積

極的に取り組み、アセットマネジメントを活用しつつ。将来の事業収入の実情に即した料

金体系の適正化を図る方策が必要です。 

 

② 料金格差の是正  

 近隣水道事業者との発展的広域化を推進し、料金負担の均衡化で地域間の格差是正

を。 

 近隣水道事業者それぞれにおいて中長期的見通しに立った分析を行い、大きな世代

間格差を生じない幅広い検討を。 

 

 全国の水道料金を比較しますと、概ね 20m3/月使用したとして、使用料ベースにより異

なりますが、全国平均と最高の水道事業で約２倍の格差があります。地域の水道の歴史、

市街地居住状況、地理的地形的条件により、地域間格差大きく異なるのが現実ですが、地

域性や行政単位で、利用者に不公平感のない料金設定が望まれます。今後、人口減尐社会

において、水需要は減尐し、料金収入の増加は見込めない状況の中、老朽化していく水道

施設の更新対応等、費用の増加傾向も見込まれますが、費用面での対策として、将来を見

据えた計画的な更新事業の展開や広域的な施設運用などを取り入れつつ、費用の抑制を図

ることで、条件悪化による料金高騰を招かない方策が必要です。他方で、事業運営の実情

に相応しくない安価な料金設定は収支バランスを欠き、事業破綻状態を招くことも想定さ

れますが、そのような事態に陥る前に、周辺地方公共団体との協調を図ることにより、広

域的な対応により人材、施設、資金を安定させて戦略的に対応していくことが重要です。 

 近隣水道事業者との料金格差としては、発展的広域化を推進するなどした広域的な料金

負担の均衡化を図り、結果として地域間の格差是正を図ることが挙げられます。さらに、

中長期的な見通しに立った事業計画及び財政計画を策定し、現役世代と将来世代の世代間

の負担の公平性を視野に、幅広い適正料金の検討が必要です。 

 

7.3.2 小規模水道（簡易水道事業・飲料水供給施設）対策 

① 簡易水道事業対策 

 適切な資産管理と財政収支の見通しのもとで企業会計適用レベルの運営を。 

 関係者との様々な連携等により維持管理体制の強化や広域監視制御の導入を。 

 水道事業の収益力をカバーするための広域的な事業統合、相互支援体制を。 

 

小規模水道事業の多くは、職員数が十分に確保できないことによる人材難、一般会計か

らの運営経費の補填額の減尐による財政難、建設時からの年数の経過による水道施設の老
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